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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　日射計測値を元に太陽光発電装置の出力を推定する太陽光発電出力推定方法であって、
　日射計設置点情報と日射計計測値および太陽光発電装置設置点情報から、太陽光発電装
置設置点における日射量を推定する第１の推定手法と、該第１の推定手法と異なる手法で
太陽光発電装置設置点における日射量を推定する第２の推定手法と、推定された日射量と
当該太陽光発電装置の定格容量から太陽光発電装置の出力を推定する出力推定手法と、第
１の推定手法で推定された日射量から推定された出力と第２の推定手法で推定された日射
量から推定された出力との差から太陽光発電装置出力の推定誤差を求める誤差推定手法を
備えることを特徴とする太陽光発電出力推定方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の太陽光発電出力推定方法であって、
　前記太陽光発電装置の出力を推定する第１または第２の推定手法は、線形補完方式また
は代表値方式のいずれかであることを特徴とする太陽光発電出力推定方法。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の太陽光発電出力推定方法であって、
　日射量推定値および日射量推定誤差から、日射量変動量推定値および日射量変動量推定
誤差を求めることを特徴とする太陽光発電出力推定方法。
【請求項４】
　日射計測値を元に太陽光発電装置の出力を推定する太陽光発電出力推定装置であって、
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　日射計設置点情報と日射計計測値および太陽光発電装置設置点情報から、太陽光発電装
置設置点における日射量を推定する第１の推定手段と、該第１の推定手段と異なる手段で
太陽光発電装置設置点における日射量を推定する第２の推定手段と、推定された日射量と
当該太陽光発電装置の定格容量から太陽光発電装置の出力を推定する出力推定手段と、第
１の推定手段で推定された日射量から推定された出力と第２の推定手段で推定された日射
量から推定された出力との差から太陽光発電装置出力の推定誤差を求める誤差推定手段を
備えることを特徴とする太陽光発電出力推定装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の太陽光発電出力推定装置であって、
　前記太陽光発電装置の出力を推定する第１または第２の推定手段は、線形補完方式また
は代表値方式のいずれかであることを特徴とする太陽光発電出力推定装置。
【請求項６】
　請求項４または請求項５に記載の太陽光発電出力推定装置であって、
　日射量推定値および日射量推定誤差から、日射量変動量推定値および日射量変動量推定
誤差を求めることを特徴とする太陽光発電出力推定装置。
【請求項７】
　同一の太陽光発電装置について、その出力を異なる推定手法により推定した推定出力と
、その差分から求めた当該太陽光発電装置の出力推定誤差とを、電力系統の制御に使用す
ることを特徴とする電力系統監視装置。
【請求項８】
　請求項７に記載の電力系統監視装置であって、
　電力系統監視装置は、前記請求項４から請求項６のいずれか１項に記載の太陽光発電出
力推定装置から推定出力と推定出力誤差を得ることを特徴とする電力系統監視装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電力系統に接続される太陽光発電装置の出力推定方法および装置並びにこれ
を用いた電力系統監視装置に係り、特に限られた地点の日射測定値から、日射測定地点と
異なる地点の日射量推定を複数の方法で行うことで、太陽光発電装置の出力推定および推
定誤差を計算する、太陽光発電装置の出力推定方法および装置並びにこれを用いた電力系
統監視装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力系統は、電力需要と発電を常に等しくするとともに、系統各地の電圧を規定電圧範
囲に維持するように制御されている。例えば、配電系統の電圧の制御を一例としてあげる
と、配電用変電所に設置された変圧器（負荷時タップ切替変圧器ＬＲＴ：Ｌｏａｄ　Ｒａ
ｔｉｏ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｔｒａｎｓｆｏｒｍｅｒ）のタップ切替や、配電線上に設置さ
れた自動電圧調整器（ＳＶＲ：Ｓｔｅｐ　Ｖｏｌｔａｇｅ　Ｒｅｇｕｌａｔｏｒ）などの
タップ切替によって制御されている。
【０００３】
　これらの電圧調整装置（負荷時タップ切替変圧器ＬＲＴや自動電圧調整器ＳＶＲ）は、
タップの切替までに一般的に数十秒の応答時定数で動作するように設定されている。また
複数の電圧調整装置が配電線路に直列に設置される場合、配電線路（フィーダ）の末端側
に設置される電圧調整装置は、変電所側（送出し側）に設置される電圧調整装置よりも応
答時定数を遅く設定するのが一般的である。これにより、末端側の電圧調整装置の不要な
動作を少なくしている。
【０００４】
　ところで、近年の配電系統では太陽光発電装置ＰＶを備えた需要家が増大している。こ
の場合に、太陽光発電装置ＰＶの発電出力は天候変動に左右され配電系統の急激な電圧変
動を生じさせる原因となっている。
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【０００５】
　然るに、タップなどの機械機構を備える電圧調整装置の応答時定数は、負荷や太陽光発
電出力など、早く変化する電力に起因する電圧変動の現象に比べて遅いのが通常である。
従って可能であれば、予想される太陽光発電装置ＰＶの出力変化を考慮して、現在の制御
量や制御目標値を決定することが望ましい。そのためには、太陽光発電装置ＰＶの発電量
に応じて、タップ制御を適切に行う必要がある。
【０００６】
　このような課題に対し、配電系統においては、変電所バンク、フィーダ、開閉器区間単
位内で発生する太陽光発電装置ＰＶの発電出力量を正しく推定し、出力変化量を予測する
ことが重要となる。
【０００７】
　太陽光発電装置ＰＶによる発電の出力把握および予測方法として、次のような手法が知
られている。例えば、非特許文献１には、稀少な太陽光発電装置ＰＶの出力計測点の情報
を用いて任意地点の太陽光発電装置ＰＶ出力を精度良く推定できる手法が示されている。
【０００８】
　また、特許文献１には、自己太陽光発電装置ＰＶの過去の発電量のみならず、他の太陽
光発電装置ＰＶの発電量も用いて予測する手法が示されている。
【０００９】
　また、特許文献２には、他の太陽光発電装置ＰＶの発電時系列データと変動パターンを
比較して、類似度するデータに基づいて太陽光発電装置ＰＶの発電量を予測する方法が示
されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１０】
【特許文献１】特開２００７－２８１０６０号公報
【特許文献２】特開２０１２－１２４１８８号公報
【非特許文献】
【００１１】
【非特許文献１】「配電系統内の太陽光発電出力推定に関する研究」、平成２５年電気学
会全国大会、６－１１１（２０１３年）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　前述の非特許文献１に記載の方法では、太陽光発電装置ＰＶの出力把握に誤差が含まれ
るが、誤差の大きさを把握する手法が示されていない。そのため、発電量推定誤差による
リスクを考慮した系統制御（需給制御、電圧制御）を行うことができない課題がある。
【００１３】
　また、特許文献１に記載の方法では、ここで使用するモデル式（モデル式の係数）が比
較的硬直的であり時々刻々と変わる発電環境に対応して変更することが困難である、また
風向き変化による雲の移動等に対応した発電量の予測が困難であり、近い将来の発電量の
予測が困難となるなどの課題がある。
【００１４】
　また、特許文献２に記載の方法では、推定誤差の大きさや、推定誤差リスクの時間経過
による変化の影響が考慮されていないといった課題がある。
【００１５】
　以上のことから本発明は、特に限られた地点の日射測定値から、日射測定地点と異なる
地点に設置された日射量の推定および推定誤差量の把握を行うことで、太陽光発電装置の
出力推定方法および装置並びにこれを用いた電力系統監視装置を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
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　以上のことから本発明においては、日射計測値を元に太陽光発電装置の出力を推定する
太陽光発電出力推定方法であって、日射計設置点情報と日射計計測値および太陽光発電装
置設置点情報から、太陽光発電装置設置点における日射量を推定する第１の推定手法と、
第１の推定手法と異なる手法で太陽光発電装置設置点における日射量を推定する第２の推
定手法と、推定された日射量と当該太陽光発電装置の定格容量から太陽光発電装置の出力
を推定する出力推定手法と、第１と第２の推定手法の差から太陽光発電装置出力の推定誤
差を求める誤差推定手法を備えることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の太陽光発電出力推定方法および推定装置により、（１）太陽光発電装置出力推
定・予測に必要な計測装置を少なくできる、（２）推定・予測値の誤差を考慮した安全側
の設計、制御が可能、（３）複数太陽光発電装置導入時の連系対策コストを低減できる、
等の効果がある。
【００１８】
　また、本発明のそれ以外の効果については、明細書中で説明する。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】太陽光発電装置出力推定装置の処理機能構成を示す図。
【図２】太陽光発電装置、日射計が設置された配電系統の一例を示す図。
【図３】太陽光発電装置出力推定装置の構成例を示す図。
【図４】日射推定値を太陽光発電装置発電出力値に変換する処理フローを示す図。
【図５】日射量推定方法の一例として線形補完方式の考え方を示す図。
【図６】線形補完方法の処理フローを示す図。
【図７】日射量推定方法の他の一例である代表値方式の考え方を示す図。
【図８】日射量推定値および推定誤差量の計算例を示す図。
【図９】太陽光発電装置日射量変化量推定値および推定誤差を求める考え方を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施例について図面を用いて説明する。
【実施例】
【００２１】
　図２は、太陽光発電装置ＰＶや日射計１８０が設置された配電系統１００（フィーダ）
の一例を示した図である。この図で示される典型的な配電系統１００は、ノード（母線）
１２０およびそれらを接続する配電線路１４０、ノード１２０に接続される負荷１５０や
太陽光発電装置ＰＶ、配電線路に設置されるセンサ１７０、日射計１８０、配電用変電所
１１０、静止形無効電力補償装置ＳＶＣ（Ｓｔａｔｉｃ　Ｖａｒ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｏ
ｒ）、電圧調整装置（図２の例では自動電圧調整器ＳＶＲ）などで構成される。
【００２２】
　ここで、日射計１８０の出力は、通信ネットワーク３００を介して、太陽光発電装置出
力推定装置１０に接続され、逐次計測値を伝送する。なお日射計は、太陽光発電装置と同
じ場所に設置されるとは限らない。日射計１８０は、配電系統１００内の太陽光発電装置
設置点の近傍に設置されることもあれば、変電所など全く別の場所に設置されることもあ
り、配電系統１００内に適宜配置されている。また日射計１８０が設置されていても、通
信ネットワーク３００を介して、太陽光発電装置出力推定装置１０に接続されていないこ
ともある。
【００２３】
　図の例では、太陽光発電装置ＰＶ１、ＰＶ３、ＰＶ６の近傍には設置されているが、太
陽光発電装置ＰＶ２、ＰＶ４、ＰＶ５の近傍には設置されていない場合で説明する。なお
、日射計の代わりに太陽光発電装置ＰＶの出力そのものを日射計の代わりに太陽光発電装
置出力推定装置１０に伝送する構成としてもよい。
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【００２４】
　また、センサ１７０、配電用変電所１１０、自動電圧調整器ＳＶＲ、静止形無効電力補
償装置ＳＶＣは、通信ネットワーク３００を介して太陽光発電装置出力推定装置１０と情
報伝送を可能とするように構成されている。
【００２５】
　太陽光発電装置出力推定装置１０では、日射計１８０の計測データを元に、フィーダ内
の太陽光発電装置ＰＶの出力推定値および推定誤差量を演算する。フィーダ内の太陽光発
電装置ＰＶの出力推定値および推定誤差量が判明すると、この結果を電力系統監視装置に
反映させることで、次のような配電系統管理上の効果が得られる。
【００２６】
　まずセンサ１７０が検知する有効電力、無効電力に含まれる太陽光発電装置ＰＶの出力
の割合が把握可能となる。これにより、太陽光発電装置ＰＶの出力が急増、急減した場合
の潮流量を予測することが可能となり、需給制御や電圧制御が可能か、随時監視すること
ができる効果を生じる。
【００２７】
　また、配電用変電所１１０、自動電圧調整器ＳＶＲ、静止形無効電力補償装置ＳＶＣは
、起こりうる太陽光発電装置ＰＶの出力変化に備えて、現在の制御量を調整したり、制御
応答速度を調整したりすることで、より効率的な制御が可能となる効果を生じる。
【００２８】
　図３は、本発明の一実施例による太陽光発電装置出力推定装置１０の構成例を示す図で
ある。出力推定装置１０は計算機システムで構成されており、表示装置１１、キーボード
やマウス等の入力手段１２、コンピュータＣＰＵ、通信手段１４、ランダムアクセスメモ
リＲＡＭ、および各種データベースがバス線３０に接続されている。また計算機システム
のデータベースＤＢとして、日射計情報データベースＤＢ１、太陽光発電装置情報データ
ベースＤＢ２、日射推定データベースＤＢ３、太陽光発電装置発電出力データベースＤＢ
４、およびプログラムデータベースＤＢ５を備える。
【００２９】
　ここでコンピュータＣＰＵは、計算プログラムを実行して表示すべき画像データの指示
や、各種データベース内のデータの検索等を行う。ランダムアクセスメモリＲＡＭは、日
射計設置点座標および日射計測値データ、太陽光発電装置設置点座標や定格容量や日射－
太陽光発電変換係数データ、日射量推定値および日射量推定誤差計算結果データ、太陽光
発電装置発電量推定値および推定誤差計算結果データ等の計算結果データを一旦格納する
メモリである。これらのデータに基き、コンピュータＣＰＵによって必要な画像データを
生成して、表示装置１１（例えば表示ディスプレイ画面）に表示する。
【００３０】
　太陽光発電装置出力推定装置１０内には、大きく分けて５つのデータベースＤＢが搭載
されている。日射計情報データベースＤＢ１には、日射計１８０が設置されている地理的
座標を示す日射計設置点座標、日射計によって測定された時系列的な日射計測値データが
記憶されている。従って、図２の配電系統構成の場合、太陽光発電装置ＰＶ１、ＰＶ３、
ＰＶ６の近傍の日射量が地理的座標ごとの時間情報として記憶されていることになる。
【００３１】
　太陽光発電装置情報データベースＤＢ２には、太陽光発電装置ＰＶが設置されている地
理的座標を示す太陽光発電装置設置点座標や、各太陽光発電装置の定格容量や、日射量を
太陽光発電装置出力量に変換するための係数である日射－太陽光発電変換係数データが格
納されている。これによれば、例えば太陽光発電装置ＰＶ１の近傍で計測した日射量から
、太陽光発電装置ＰＶ１の定格容量に見合って、太陽光発電装置ＰＶ１の発電量を推定す
ることができる。
【００３２】
　日射推定データベースＤＢ３には、プログラムによって計算された日射量推定値および
日射量推定誤差計算結果データが格納されている。
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【００３３】
　太陽光発電装置発電出力データベースＤＢ４には、プログラムによって計算された太陽
光発電装置発電量推定値および推定誤差計算結果データ等のデータが格納されている。
【００３４】
　プログラムデータベースＤＢ５には、計算プログラムである複数種類の日射量推定プロ
グラムＰＲ１、ＰＲ２、日射誤差計算プログラムＰＲ３、日射－太陽光発電出力変換プロ
グラムＰＲ４を格納する。これらのプログラムは、必要に応じてコンピュータＣＰＵに読
み出され、計算が実行される。
【００３５】
　図１を用いて、本発明の太陽光発電装置出力推定装置１０の処理機能構成について説明
する。太陽光発電装置出力推定装置１０は、日射量計測部３１、複数の日射量推定処理部
３２、３３、日射推定誤差量算出部３４、経過時間計測部３５、日射再起動処理部３６、
日射－太陽光発電装置出力変換部３７の各機能と、前述の４つのデータベースである日射
計情報データベースＤＢ１、太陽光発電装置情報データＤＢ２、日射推定データＤＢ３、
太陽光発電装置発電出力データＤＢ４で構成される。
【００３６】
　図１において、まず日射量計測部３１は、日射計１８０の計測データが通信ネットワー
ク３００を介して太陽光発電装置出力推定装置１０に取り込まれる入力部分に相当する。
あるいは日射計情報データベースＤＢ１に記憶された日射計測値データの取り出し機能と
とらえてもよい。
【００３７】
　日射量推定処理部３２、３３は、プログラムデータベースＤＢ５に格納された計算プロ
グラムのうち、異方式による複数種類の日射量推定プログラムＰＲ１、ＰＲ２を実行する
処理機能である。例えば日射量推定処理部３２は、日射量推定プログラムＰＲ１を実行し
、また同じデータを用いて日射量推定処理部３３は日射量推定プログラムＰＲ２を実行し
て日射量を推定する。
【００３８】
　日射量推定処理部３２、３３では、日射量計測部３１から日射計測値を入手し、日射計
情報データベースＤＢ１から日射計設置点座標を入手し、太陽光発電装置情報データベー
スＤＢ２から太陽光発電装置設置点座標、各太陽光発電装置の定格容量、日射－太陽光発
電変換係数を受け取り、各太陽光発電装置地点の日射量を計算する。ここで、日射量推定
処理部３２、３３は各々異なる方法によって日射量の推定を行っている。なお日射量推定
処理部３２、３３における異方式の演算手法については図５、図６、図７を用いて後述す
る。
【００３９】
　日射推定誤差量算出部３４は、プログラムデータベースＤＢ５に格納された計算プログ
ラムのうち、日射誤差計算プログラムＰＲ３を実行する処理機能である。ここでは、日射
量推定処理部３２、３３から太陽光発電装置設置地点の異方式の演算手法で求めた日射量
計算結果を受け取り、その差分から日射推定誤差量を計算する。日射推定誤差量算出部３
４での処理のために、経過時間計測部３５は、前回日射量および日射推定誤差量を計算し
た時間からの経過時間を測定し、測定結果を日射推定誤差量算出部３４に渡す。
【００４０】
　日射推定誤差量算出部３４によって計測された日射推定誤差量および日射量推定処理部
３２、３３で計算された日射推定量は、日射推定データベースＤＢ３に格納されるととも
に、日射－太陽光発電出力変換部３７に渡される。
【００４１】
　日射－太陽光発電出力変換部３７は、プログラムデータベースＤＢ５に格納された計算
プログラムのうち、日射－太陽光発電出力変換プログラムＰＲ４を実行する処理機能であ
る。太陽光発電装置の定格容量や日射－太陽光発電変換係数によって、日射量を各太陽光
発電装置出力量に変換し、太陽光発電装置発電出力データベースＤＢ４に格納する。
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【００４２】
　日射再起動処理部３６では、前回の太陽光発電装置出力推定処理後、一定時間の経過を
もって太陽光発電装置出力推定処理の再実施を起動する。つまり、一定時間間隔での演算
を実行するためのトリガ信号を与えている。
【００４３】
　図４を用いて、日射推定値を太陽光発電装置発電出力値に変換する太陽光発電装置出力
推定方法の一例を示す処理フローを説明する。この処理フローではまず処理ステップＳ０
において、前述の経過時間計測部３５で計測される時刻ｔの値を０に初期化する。
【００４４】
　処理ステップＳ１は、日射再起動処理部３６の処理内容に対応するブロックであり、こ
こで前述の経過時間計測部３５で計測される時刻ｔの値が一定時間ｔｍａｘを超えた場合
に、日射量推定を開始する。これにより一定時間間隔での継続した推定演算を可能として
いる。
【００４５】
　処理ステップＳ２では、異なる演算方式による複数の日射量推定処理を行う。これは、
複数の日射量推定処理部３２、３３の処理をそれぞれ実行することに相当する。なお日射
量推定処理部３２、３３における異方式の演算手法と、太陽光発電装置日射量推定値およ
び推定誤差の求め方の具体手法については図５、図６、図７を用いて後述する。
【００４６】
　処理ステップＳ３では、複数の日射量推定処理計算結果を読み込む。具体的には、太陽
光発電装置設置点ｉの日射量推定値Ｓｉ（ｋＷｈ／ｍ２）、太陽光発電装置定格容量Ｐｐ
ｖ０ｉ（ｋＷ）、日射－太陽光発電出力変換係数Ｋｉを読み込む。なおここで太陽光発電
装置と日射計の設置点ｉは近傍関係にあればよく、厳密な意味での同一地点を意味しない
。
【００４７】
　処理ステップＳ４では、読み込んだ日射量を太陽光発電装置出力量Ｐｐｖｉに変換する
。具体的には、（１）式を実行する。
［数１］
Ｐｐｖｉ＝Ｓｉ×Ｐｐｖ０ｉ×Ｋｉ　　　　　　・・・　（１）
　処理ステップＳ５では、すべての太陽光発電装置について計算が実施されたか判定し、
完了した場合時刻ｔを０にリセットして処理の最初に戻る。
【００４８】
　以上太陽光発電装置出力推定装置１０の処理について説明したが、太陽光発電装置日射
量推定値および推定誤差の代わりに、太陽光発電装置日射量変化量推定値および推定誤差
を同様に求めることも可能である。図９に示すように、ある時間間隔Δｔの間に発生する
出力変化量ΔＰｐｖを計算することで、前述の処理と同様に太陽光発電装置日射量変化量
推定値および推定誤差を求めることが可能である。
【００４９】
　次に、図１の日射量推定処理部３２、３３、あるいは図４の処理ステップＳ２の処理の
例について説明する。ここでは、互いに異なる方式として（１）線形補完方式と、（２）
代表値方式を用いる場合について説明する。
【００５０】
　図５は日射量推定方法の一例として線形補完方式の考え方を示す概念図である。この推
定手法は、太陽光発電装置設置点の近隣の３点の日射計測点の日射計測値から地理的配置
を考慮して距離按分で太陽光発電装置設置点の日射を計算する方法である。図５において
ｘ軸、ｙ軸は地理的座標を表し、各座標に対応する太陽光発電装置出力をｚ軸として表し
ている。ここでは、図中の太陽光発電装置の設置点であるｊ地点（座標（ｘｐｊ、ｙｐｊ
））の日射量ＰＶｊを推定することを考える。
【００５１】
　但し、ｊ地点の近傍の複数地点において日射量計測が行われ、その地理的情報とともに
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すでに得られているものとする。図５の場合、Ｐ１、Ｐ２、Ｐ３、Ｐ４の４点の日射量と
、地理的情報が得られているものとする。この場合、計測点の間の太陽光発電装置出力は
、近隣の任意に設定された３点（Ｐ１（ｘ１、ｙ１、ｚ１）、Ｐ２（ｘ２、ｙ２、ｚ２）
、Ｐ３（ｘ３、ｙ３、ｚ３））を通る平面で表され、ｊ地点の太陽光発電装置出力ｚは次
の（２）式で表される。ａ、ｂ、ｃは、連立方程式を解くことで一意に定まる。
［数２］
ｚ＝ａｘ＋ｂｙ＋ｃ　　　　　　　・・・（２）
　この場合、ｊ地点（座標（ｘｐｊ、ｙｐｊ））の日射量ＰＶｊは、測定点Ｐ１、Ｐ２、
Ｐ３で囲まれる三角形Ａに含まれ、計測点に対応する座標を通る平面で定義されることに
なる。三角形Ｂのように異なる三角形に含まれることも考えられるが、太陽光発電装置地
点から距離が近い３つの計測点を用いればよい。
【００５２】
　図６は線形補完方式の処理フロー図である。
【００５３】
　処理ステップＳ１１では、日射計設置点座標、太陽光発電装置設置点座標、日射量測定
値Ｓｉ（ｋＷｈ／ｍ２）読み込みを行う。
【００５４】
　処理ステップＳ１２では、太陽光発電装置設置点ｊに近い日射計設置点を３点選定する
。そのうえで、その３点を通る三角形Ａ（部分領域）の平面の式のパラメータ（ａ、ｂ、
ｃ）計算を行う。なお、平面の式は、前述のように、（３）式で表わされる。
［数３］
　ａｊｘ＋ｂｊｙ＋ｃｊｚ＋ｄｊ＝０　　　　　　　　・・・（３）
　処理ステップＳ１３では、太陽光発電装置設置点ｊの日射量ｚｊを算出する。ｚｊの算
出は、（４）式で算出されればよい。
［数４］
ｚｊ＝－（ａｊｘｊ＋ｂｊｙｊ＋ｄｊ）／ｃｊ　　　　　　・・・　（４）
　処理ステップＳ１４では、すべての太陽光発電装置について計算が実施されたか判定し
、未完の場合処理ステップＳ１３に戻る。
【００５５】
　図７は日射量推定方法の他の一例である代表値方式の考え方を示す概念図である。特定
の日射計を代表とし、その近隣の太陽光発電装置地点の日射量は、代表の日射量計測値と
等しいとみなす手法である。代表とする日射計の選定においては、太陽光発電装置設置点
から最も近い位置にある計測点を選定する。この方法の一つにボロノイ図（ボロノイ分割
）がある。これは、ある距離空間上の任意の位置に配置された複数個の点（母点）に対し
て、同一距離空間上の他の点がどの母点に近いかによって領域分けされた図のことである
。特に二次元ユークリッド平面の場合、領域の境界線は、各々の母点の二等分線の一部に
なる。
【００５６】
　ボロノイ分割では、距離が均等になるように境界線が決まる。このとき、母点から同一
距離にある地点の集合は円で表される。このようにして、各太陽光発電装置設置点の日射
量を推定することが可能となる。
【００５７】
　図８に日射量推定値および推定誤差量の計算例を示す。前述の線形補完方式、代表値方
式の２つの推定方法によって、ある太陽光発電装置設置点の日射量を推定した例を示して
いる。太い実線の線形補完方式、太い点線の代表値方式は、推定アルゴリズムの違いによ
って、各時刻の日射量が異なる結果を計算している。これらの差分（細かい点線）を、日
射量推定誤差として示している。
【００５８】
　この計算結果によれば、２つの推定値は長期的（図の例では１０秒オーダー）には同じ
変動傾向を示しているが、短期的（図の例では秒オーダー）には差分を発生している。こ



(9) JP 6255251 B2 2017.12.27

10

20

30

40

50

の結果を踏まえて、実運用においては日射量推定値として、線形補完方式、代表値方式、
およびこれらの平均値を用いればよく、その値に日射量推定誤差が含まれているとして、
各種系統制御に活用していけばよい。
【００５９】
　本発明による以上のような機能により、太陽光発電装置発電量および誤差量を計算する
ことができ、これにより系統の需給制御、電圧制御等を高精度かつ誤差リスクを考慮して
実施することが可能となる。
【００６０】
　つまり図１に一例を示した太陽光発電装置の出力推定装置が求めた結果である出力推定
値および出力推定誤差値を電力系統監視装置に反映させることで、次のような配電系統管
理上の効果が得られる。
【００６１】
　例えば需給制御や電圧制御を実施する電力系統監視装置に対して、出力推定値および出
力推定誤差値を与えることで、センサ１７０が検知する有効電力、無効電力に含まれる太
陽光発電装置ＰＶの出力の割合が把握可能となる。これにより、太陽光発電装置ＰＶの出
力が急増、急減した場合の潮流量を予測することが可能となり、需給制御や電圧制御が可
能か、随時監視し、さらには制御すること可能となる効果を生じる。
【００６２】
　また、電力系統監視装置が配電用変電所１１０、自動電圧調整器ＳＶＲ、静止形無効電
力補償装置ＳＶＣを用いた監視、制御を実行するものである時に、起こりうる太陽光発電
装置ＰＶの出力変化に備えて、現在の制御量を調整したり、制御応答速度を調整したりす
ることで、より効率的な監視、制御が可能となる効果を生じる。
【００６３】
　さらに電力系統制御装置での他の適用事例として、太陽光発電装置の発電量が把握でき
ることで、線路のセンサの計測値から、負荷量を把握することが可能となる。また、誤差
を考慮することで、負荷量の推定誤差量も把握可能となる、これにより、急な太陽光発電
装置脱落時を考慮した、過負荷防止や、負荷融通を適切に実施可能となる効果がある。
【００６４】
　また、現在の太陽光発電装置発電量を把握することで、急な太陽光発電装置出力変動範
囲はせいぜい現在値から太陽光発電装置設備容量最大値まで増加するか、０に減少するか
いずれかであると、推定でき、これにより太陽光発電装置出力変化に対する瞬動予備力や
電圧制御余裕を最小限にすることが可能となる。これにより、発電機効率低下を抑制し、
電圧調整設備容量を低減することが可能となり、系統運用・設備コストを低減できる効果
がある。
【００６５】
　なお、図１の構成では異方式で日射量とその誤差量を求め、その後推定電力量に変換す
るという手順を踏んでいるが、これは異方式で日射量を求め、その後推定電力量に変換す
るとともに、推定電力量の差分として推定電力量の誤差分を求めるという手順を踏んでも
よい。
【００６６】
　いずれにせよ本発明においては、検知した太陽光発電量に含まれる誤差量が推定できな
いという課題に対して、異方式演算による推定電力の差分が出力誤差量に相当するという
新たな考えのもとに、装置構成し、方法を工夫し、かつ以後の制御に応用可能としたもの
である。
【産業上の利用可能性】
【００６７】
　電力系統の太陽光発電装置出力および推定誤差把握装置、太陽光発電装置出力変化量推
定装置として活用することができる。電力系統の需給調整装置の瞬動予備力決定に活用す
ることで、周波数調整装置、経済負荷配分装置等の機能として活用することができる。ま
た電圧調整装置や、配電系統の負荷融通決定装置、配電自動化システムの機能として活用
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できる。また、配電系統において、太陽光発電などの分散電源の増設に対応した、電圧維
持対策、配電設備利用率向上対策として活用することが可能となる。
【符号の説明】
【００６８】
１０：太陽光発電装置出力推定装置
１１：表示装置
１２：キーボードやマウス等の入力手段
ＣＰＵ：コンピュータ
１４：通信手段
ＲＡＭ：ランダムアクセスメモリ
ＤＢ１：日射計情報データベース
ＤＢ２：ＰＶ情報データベース
ＤＢ３：日射推定データベース
ＤＢ４：ＰＶ発電出力データベース
ＤＢ５：プログラムデータベース
３１：日射量計測部
３２、３３：複数の日射量推定処理部
３４：日射推定誤差量算出部
３５：経過時間計測部
３６：日射再起動処理部
３７：日射－太陽光発電出力変換部
１００：配電系統
１１０：配電用変電所
１２０：ノード
１３０：太陽光発電装置
１４０：配電線路
１５０：負荷
ＳＶＲ：自動電圧調整器
１７０：センサ
１８０：日射計
ＳＶＣ：静止形無効電力補償装置
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